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序   文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ミャンマー国政府より技術協力の要請を受け、2010年3月に詳

細計画策定調査団を派遣し、ミャンマー国政府関係者と討議議事録（Record of Discussion：R/D）

案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案及び活動実施計画

（Plan of Operation：PO）案の策定に関する協議を行い、同年11月にJICAミャンマー事務所とミ

ャンマー国側関係機関間で現地にてR/Dの署名を執り行いました。 

この報告書が本計画の今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・親善の一層

の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた両国の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を

表します。 

 

 平成22年11月 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 22 年 5 月 18 日 

担当部・課：農村開発部水田地帯グループ 水田地帯第 1 課 

１．案件名 

  国名：ミャンマー国 

  案件名：（和）農民参加による優良種子増殖普及システム確立計画プロジェクト 

（英）Project on Development of Participatory Multiplication and Distribution System 

for Quality Rice Seed 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

ミャンマー国農業研究局の原々種種子と原種種子生産技術の強化、農業サービス庁の登

録種子の生産・配布計画の策定と品質管理能力の強化、及びエーヤワディ･デルタ地域にお

ける種子生産農家の生産技術の強化を行うことにより、当該地域において、優良種子※生

産システムの強化及び安定供給を図ることを目的とする。 

※本プロジェクトにおける優良種子とは、遺伝的純度、発芽勢、発芽後の初期生育、雑

夾物／異品種の混入率が良好な状態に維持されている健全な種子である。 

 

（２）協力期間 

2010 年 10 月～2015 年 9 月（5 年間） 

 

（３）協力総額（日本側） 

4.0 億円 

 

（４）協力相手先機関 

・農業灌漑省農業計画局（DAP：Department of Agricultural Planning） 

・農業灌漑省農業研究局（DAR：Department of Agricultural Research） 

・農業灌漑省農業サービス庁（MAS：Myanmar Agriculture Service） 

 

（５）国内協力機関 

農林水産省生産局 

 

（６）裨益対象者及び規模、等 

   対象地域：エーヤワディ･デルタ地域（エーヤワディ･デルタ管区） 

   裨益対象者及び規模 

・農業研究局技術者（472 人、うちイネ栽培課 28 人、植物防除課、土壌・水利用課職員

等）、DAR 種子圃場（ミャウンミャ・タウンシップ）職員（12 人） 

・農業サービス庁技術者（4,315 人、うち普及部 432 人、種子部 97 人）、MAS 種子圃場

（ヒンタダ及びモービー・タウンシップ職員（48 人） 

・ラプタ・タウンシップ普及員（5 人） 

・種子生産農家（イラワジ管区内、18 タウンシップから各 5 名程度選定、約 100 名） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状と問題点 

ミャンマー国の農業は GDP の 40％を占める重要な産業であるが、その中でもコメは全
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耕地の約 50％で生産され、5,400 万人の人口に対し、一人当たり 150kg（籾ベースでは 220kg）

と摂取カロリーのほとんどを供給する最も重要な作物である。また、本プロジェクトの対

象地域であるエーヤワディ･デルタは、ミャンマー国のコメ生産量の約 30%を占め、国内

随一の穀倉地帯である。 

エーヤワディ･デルタでは、一般の農家はモンスーンの雨を利用して年 1 回の稲作を伝統

的な方法で栽培しているが、土地生産性は低く、農家は貧困から脱却できない状況にある。

さらに、2009 年 5 月には大型サイクロン「ナルギス」がエーヤワディ･デルタを直撃し、

甚大な被害をもたらした。サイクロンの高潮によって農家が保管していた種籾や水牛、農

業生産資材も流出し、農村生活に一層の打撃を与えた。 

このような環境下でコメ生産を強化、安定させるためには、灌漑施設や輪中提を含む農

業基盤整備、優良種子の導入、肥料、農薬の適切な投入が求められるが、なかでも優良種

子の導入は他の方法に比べて少ない費用で実行でき、貧困農家にも取り入れやすく、足の

速い効果が期待できる。 

 

ミャンマー国農業灌漑省は、優良種子の普及を図るため、1990 年代初頭から世銀、国際

稲研究所などの協力を得ながら以下のとおり種子生産の流れを確立してきた。 

① イエジンの農業研究局（DAR）の中央圃場で 20 品種の原々種種子、原種種子を生産 

② これら種子を全国 32 箇所の農業サービス庁（MAS）の種子圃場で登録種子として増

殖 

③ 登録種子は種子圃場周辺の契約種子生産農家が購入・増殖し、保証種子として周辺

の一般種子生産農家もしくは民間種子業者に販売する。 

なお、生産された原々種種子、原種種子、登録種子、保証種子は、MAS 種子検定センタ

ーで検査され、検査基準を満たしたものが優良種子として認定されている。 

 

しかしながら、生産された優良種子は、以下の理由から一般農家には広まっていない現

状にある。 

① 20 品種の優良種子のなかには、一般農家の嗜好や慣行農法に適した在来種や、天水

田の栽培に向いた品種（深水稲、陸稲など）が入っていない。 

② 契約種子生産農家の技術が未熟なため生産された保証種子の品質が悪く、一般種子

生産農家が更新を目的とした種子として購入せず、自家採種した種子を使用し続け

ている。 

③ 種子生産農家（契約・一般）は収穫後、播種期まで種子を保管できず、普通の籾と

して精米業者に販売したり、自家消費し、一般農家が必要なときに種子がない。 

 

種子生産農家（契約・一般）が生産した優良種子を一般農家に普及するため、１）一般

農家のニーズに基づいた種子の品種選定・生産・配布計画を DAR、MAS と共に構築する

こと、２）種子生産農家（契約・一般）の種子栽培技術を改善すること、３）種子生産農

家（契約・一般）の種子保管技術を改善するとともに、種実と種子の違い、種子としての

有益性（販売価格等）を理解させることが求められている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

1988 年からミャンマー政府は 12 の政治、経済、社会目標を設定した。主要な経済目標

の一つとして、「基盤としての農業の開発と同様に他分野の全面的な発展」が掲げられてお
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り、農業がミャンマー政府の政策上の優先事項になっている。また「第 4 次 5 カ年計画（2006

～2010）」では、様々な分野の重点課題に言及されている。その中には「農業を始めとする

産業の発展」、「国内での自給自足を実現し、輸出を拡大するため、農業、畜産および漁業

部門を強化する」、「農村地域の開発を促進する」が挙げられており、相手国の政策との整

合性は保たれていると同時に、政策上の重点分野と位置付けられる。 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

日本政府の対ミャンマー経済協力方針は、「ミャンマーの政治情勢を注意深く見守りつ

つ、（イ）緊急性が高く、真に人道的な案件、（ロ）民主化・経済構造改革に資する人材育

成のための案件、（ハ）CLMV 諸国（カンボジア、ラオス、ミャンマー及ベトナム）もし

くは、ASEAN 全体を対象とした案件については、案件内容を慎重に吟味した上で順次実

施する。」という立場を取っている。本プロジェクトの対象地域は、一昨年甚大な被害をも

たらしたサイクロン被災地であり、主要農産物であるイネ種子の早急かつ安定的な確保と

農家への配布により、当該地域の農家の生活基盤の一刻も早い復興支援が期待できる人道

的な案件である。 

JICA 国別事業実施計画においては、開発課題「農業農村開発」に位置づけられる。 

 

また、JICA は、これまでもミャンマー国において、技術協力プロジェクトとして、イネ

を含む植物遺伝資源管理システム確立を目的にした「シードバンク計画（1997 年～2002

年）」を実施するとともに、現在は「農業普及人材強化計画プロジェクト（2008 年～2011

年）」及び「サイクロンナルギス被災地における農業生産及び緊急復興支援のための農地保

全プロジェクト（2009 年～2011 年）」を実施中である。本プロジェクトとは、１）シード

バンクセンターに保管されている在来種等の育種試験、２）普及員の研修、普及手法の活

用、３）エーヤワディ･デルタ復興に向けた営農からの取組み等、各種連携が期待できる。 

 

４．協力の枠組み 

具体的な指標・目標値については、プロジェクト開始後、半年以内に現地の状況に適した

ものを設定予定であり、事前段階では、想定される指標・目標値を記載するにとどめる。目

標値の「●」はプロジェクト開始後に実施するベースライン調査の結果を踏まえ、具体的数

値を決定する。 

 

（１）協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

エーヤワディ･デルタにおいて、農民参加による優良種子の増殖・普及システムが

強化される。 

【指標】プロジェクト対象地域の稲作農家の●％が必要な優良種子を使用する。 

プロジェクト対象地域の種子生産農家（契約・一般）の優良種子の生産量が●％

向上する。 

  

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

優良種子がミャンマー国内で広く使用される。 

【指標】稲作農家の●％が全国の MAS、DAR 種子センターから提供される優良種子を

使用する。 
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種子生産農家（契約・一般）の優良種子の生産量が●％向上する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

【活動 0】ベースライン調査を実施し、農家及び市場のニーズを確認する。 

 

【成果１】DAR の原種種子生産技術の能力を改善する。 

【指標】 1-1 DAR の種子圃場で生産される種子の●％が、原種種子として認定される。

※ 

1-2 MAS 種子圃場から DAR に要求される原種種子の需要量に対する供給量

が●％向上する。 

【活動】 1-1 地域のニーズを満たすための登録種子生産技術の導入と DAR 及び MAS

における原々種種子および原種種子の生産プロセスのレビューを行う。

1-2 原々種種子および原種種子の維持管理技術指針を作成する。 

1-3 DAR において在来種を含めた原々種種子及び原種種子を生産する。 

1-4 DAR の種子品質検査実験室を改善する。 

1-5 DAR 研究者・技術者への品種改良・管理に関する技術指導を行う。 

 

【成果 2】MAS の登録種子生産・配布計画策定と品質管理能力が改善する。 

【指標】 2-1 登録種子●品種のうち、農家のニーズを踏まえた●品種の生産・配布計

画が策定される。 

2-2 MAS 種子圃場で生産される種子の●％が、登録種子として認定される。

※ 

2-3 種子生産農家から MAS 種子圃場に要求される登録種子の需要量に対す

る供給量が●％向上する。 

2-4 ヤンゴンの種子検定センターにおいて、●人の技術者が検査方法に関す

る研修を受講し、●％以上が受講後テストに合格する。 

【活動】 2-1 DAR、MAS、種子生産農家の各段階における種子生産及び配布システム

のレビューを行う。 

2-2 対象地域において、農家のニーズに基づいた種子生産および配布の計画

を策定する。 

2-3 種子生産及び配布状況をモニタリングする。 

2-4 ヤンゴンの種子検定センターに効率的な検査手法を導入する。 

2-5 ヤンゴンの種子検定センターで品質検査結果の管理・分析手法を改善す

る。 

 

【成果 3】MAS 種子圃場、種子生産農家（契約・一般）の優良種子生産能力が向上する。 

【指標】 3-1 種子圃場の職員、普及員、種子生産農家（契約・一般）に対し実施した

研修に関し、参加者の研修に対する満足度及び理解度テストの得点が向

上する。 

3-2 契約種子生産農家の圃場で生産される種子の●％が、保証種子として認

定される。※ 

3-3 種子生産農家（契約・一般）の優良種子の生産量が●％増加する。 

【活動】 3-1 対象とする種子圃場の施設を整備する。 
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3-2 対象とする種子圃場の職員及び種子圃場で実習を行っているイエジン農

業大学の学生、タウンシップの普及員等に対して、優良種子増殖・普及

に関する研修を実施する。 

3-3 契約種子生産農家の保証種子の生産技術に必要な技術指導を行う。 

3-4 一般種子生産農家に対し、優良種子の生産技術を普及する。 

 

※生産された種子は、ヤンゴンにある MAS 種子検定センターで種子の品質検査

が行われ、原種、登録、保証種子として認定される。 

 

（３）投入（インプット） 

① 日本側（総額 4.0 億円） 

・長期専門家：3 名（チーフアドバイザー、種子増殖、業務調整/農業普及） 

・短期専門家：育種、病虫害防除、栽培技術、参加型普及、参加型種子生産等、各

1 カ月程度 

・研修員受入：本邦研修、第三国研修 

・機材供与：ラボ機材、農業用資機材 

② ミャンマー側 

・カウンターパートの配置 

・施設および事務スペースの提供 

・予算措置 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件：特になし。 

② 成果を達成する上での外部条件 

プロジェクト期間中に旱魃・洪水等の気象災害、病虫害の大発生で対象地区の稲作

栽培が大きな影響を受けない。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

ミャンマー国のシードフローに大きな変更がない。 

④ 上位目標達成のための外部条件 

・ ミャンマーのイネ種子生産に関する政策が大きく変化しない。 

・ MAS、DAR がプロジェクトで構築した増殖・生産・普及システム、普及モデルを

中央乾燥地、山岳地域等に展開していく。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 

この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

・ミャンマー国の「第 4 次 5 カ年計画（2006～2010）」では、様々な分野の重点課題

に言及されている。その中で本案件に関わる「農業を始めとする産業の発展」、「農

業の発展による国内需要の充足と輸出促進」、「農村地域開発の継続」が挙げられ

ており、相手国の政策との整合性は保たれていることが認められる。 

・本案件は、イネ種子の増殖を通じ、サイクロン被災地の復興支援を行うことから、

日本の対ミャンマー経済協力基本方針、JICA 国別事業実施計画とも合致してい

る。 
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・本案件の対象地域は、一昨年甚大な被害をもたらしたサイクロン被災地である。

当該地域で暮らす農家の生計の基盤が稲作であり、イネ種子の早急かつ安定的な

確保が喫緊の課題であることからも、対象地域選定の妥当性は高いといえる。 

・イネ優良種子の増殖・生産・普及に関わる関係者のニーズも高い。DAR において

はデータ管理を含めた施設整備と技術者の増殖技術の能力向上によって、効率的

な純系種子の生産を目指している。また MAS と付属する種子圃場でも、老朽化

した施設・機材の整備と職員・普及員の栽培技術や管理能力の向上が求められて

いる。 

・登録種子を入手した契約種子生産農家においては、適切な栽培技術の不足により

品質を確保した保証種子を生産できないだけでなく、その生産種子を転売や食用

とするなど、持続的な生産がなされていない現状があることから、栽培技術の向

上と併せて、計画的な種子の生産に向けた指導が望まれている。以上の各関係者

のニーズから、本案件を実施する必要性は高いといえる。 

 

（２）有効性 

この案件は以下の理由から、有効性が見込まれる。 

・本案件では、原々種種子と原種種子の生産を担う DAR に対し、生産技術能力の

向上と施設環境の改善を支援することで質及び量を伴った種子の増殖・生産体制

の構築を図る（成果 1）。登録種子を生産する MAS については、農家のニーズに

基づいた生産・配布計画を確立し、定期的なモニタリングを実施すると同時に、

効率的な検査手法の導入を図り、需要と供給に即した登録種子の生産環境を整備

する（成果 2）。さらに種子圃場、普及員や種子生産農家に対する生産技術研修や

品質検査に必要な施設整備を実施することで、保証種子の生産環境を整え、生産

能力の向上を支援する（成果 3）。 

これら既存のシードフローを考慮した 3 つの成果の達成をもって、プロジェクト

目標である農民参加による優良種子増殖普及システムが強化されることになり、

プロジェクト目標達成に向けた論理的整合性が確保されており、プロジェクト目

標の達成は可能であると見込まれる。 

・優良種子の生産にかかわる各機関を対象にしていること、農民、市場のニーズ把

握をプロジェクト開始時に行い、その結果に応じ、種子圃場を核とした農民に対

する種子生産技術に関する技術研修を実施することが計画されている。その結果、

ミャンマー国、特にデルタ地帯において、優良種子が広く普及されることが、期

待できることからも、有効性の確保は十分見込まれる。 

・外部条件であるシードフローの大きな変更は、現時点において生じないと考えら

れる。シードフローの段階ごとに、種子の増殖・生産をする機関が明確に分担さ

れており、関連施設の設置や技術者の専門性に応じた各機関への職員配置もなさ

れている。農業灌漑省としても本体制を維持する方針であることから、外部条件

は満たされる可能性が高いと考えられる。 

・プロジェクト目標の指標として設定したエンドユーザーである稲作農家の種子の

入手状況は、原々種種子から保証種子までの一連の種子増殖・生産・普及システ

ムが確立された最終的な結果として現れるものであり、総合的に判断できる指標

として適切である。 
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（３）効率性 

   この案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・ベースライン調査における情報・データ収集に際しては、既存情報の活用の他、

DAR の試験圃場、1992 年にわが国の無償資金協力で供与された施設・機材を有

するシードバンクセンター、MAS・DAR の種子圃場等の協力体制を活用すること

が可能である。 

また、プロジェクト実施に際し、使用する機材や施設は、一部施設の整備を除き、

最大限既存のものを活用することを想定している。このため、新たに大きな投入

を行う必要がないことから効率性についても十分確保できる。 

・ミャンマー国では、現在、実施中の技術協力プロジェクト「農業普及人材強化プ

ロジェクト（2008～2011）」において、全国各地で活動する農業改良普及員の育成

も行っており、同プロジェクトの対象地域の一部が本プロジェクトの対象地域と

重複することから、これら普及員の本案件への活用も十分見込める。 

 

（４）インパクト 

 この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・農民がイネ種子を籾として、精米業者に販売するだけでなく、種子として種子業

者に販売することが可能になり、籾以上の価格での販売が可能となる。これによ

り、これまで入手が困難であった肥料、農薬等の入手が可能となる。その結果、

更に収量の増加も見込める。 

・シードバンクには、ミャンマー国内各地域の原々種種子が保管されており、種子

生産技術が改善されれば、エーヤワディ・デルタ地域以外で栽培される種子の品

質向上への波及も見込まれ、将来的には裨益者の増加の可能性も考えられる。 

・現在、本案件の対象地域であるエーヤワディ・デルタにおいては、開発計画策定

型技プロにより「サイクロンナルギス被災地域における農業生産及び農村緊急復

興のための農地保全プロジェクト」を実施中である。当該プロジェクトの実証事

業では、営農改善が挙げられており、特に優良種子の安定確保が重要な要素とし

て、計画に盛り込まれている。 

本案件における種子配布等の計画策定の際には、当該プロジェクトと連携するこ

とで相乗効果を図ることが可能であり、また両案件のエーヤワディ・デルタでの

事例をモデル化等することによって、他地域への波及効果も見込まれる。 

・モービー・タウンシップの MAS 種子圃場にはイエジン農業大学稲作学科の 3、4

年生約 60 名が常時在籍し、実習を行っている。これらの学生、及び 7 タウンシッ

プにある農業短大の学生に対する稲種子生産現場での実習支援は、将来のミャン

マー国の農業を支える人材を育成する観点からも大きく貢献できる。 

 

（５）自立発展性 

 本案件の自立発展性は、以下のとおり予測できる。 

・コメ生産はミャンマー国の主要産業の一つであることから、優良種子の増殖の重

要性・必要性に鑑み、農業灌漑省からの継続的な予算と人員の確保はなされると

考えられる。 

・現在、近隣諸国から無規制に入ってくる外来種子と在来種や改良種子との交雑、

及びその雑種の拡散を規制するため、ミャンマー政府は、種子の輸出入に関する
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規制等を盛り込んだ種子法を策定中（現在閣議の承認待ち）である。このように

遺伝的純系を保護していくための政策的枠組みの整備が進んでおり、プロジェク

トの効果を持続させる環境は整っている。 

・新しい技術の導入は、育種の分野以外では、最小限に抑え、既存技術の改良・改

善による優良種子の生産を目指すことから、技術的観点からも自立発展性は高い

といえる。 

また、一般種子生産農家においては、異株の除去等、純系種子の自家採取に必要

な極めて基本的な技術を研修等により普及することにしていることから、農家レ

ベルにおける技術面の持続性も確保される。 

・本案件実施に当っては、機材や施設整備などのコストは極力抑える計画であり、

プロジェクト終了後にもミャンマー側のみで必要な活動を実施できる設計となっ

ている。 

・DAR と MAS は年 1 回合同会議を開き、両機関の意向をふまえ、種子増殖・生産

にかかる年間計画を策定している（今年は 4 月上旬に開催予定）。これは毎年行わ

れているものであり、本案件の活動結果をこの年間計画にフィードバックさせる

ことで、自立発展性の向上が期待できる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

貧困：本案件では、小規模農民のニーズをくみ上げ、農民が求める種子の増殖を核にして

いることから、脆弱な立場の農民にも配慮することとしている。 

ジェンダー：特になし。 

環境：特になし。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

ミャンマー国において実施された技術協力プロジェクト「シードバンク計画（1997～2002）」

では、探索・収集、分類・評価、保存・増殖、データ管理、遺伝資源および情報交換ができ

るシステムを設立することを目標に、先方のオーナーシップを優先しながら、施設・機材の

整備と技術移転が進められた。 

終了時評価調査において、「最終受益者（地域や農民等）を見据えた関係機関の役割の見極

めが必要である」と報告されており、本案件における生産・配布システムにも活用できる。 

 

８．今後の評価計画 

(1) 2010 年 10 月  ベースライン調査 

(2) 2013 年 3 月   中間レビュー 

(3) 2015 年 3 月   終了時評価  

(4) 2018 年    事後評価 
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第１章 調査の背景と目的 
 

１－１ 調査団派遣の背景  

これまでのミャンマー連邦共和国（以下、「ミ」国と記す）のコメ生産部門の成長は、主に作

付面積の拡大によるものであり、土地生産性の向上を伴ったものではなかった。今後の農業生産

の強化及び安定のためには、農業生産性の向上（例えば種子、灌漑、肥料など）が喫緊の政策的・

技術的課題となっている。また、農家にとっても、遺伝的に純粋で健全な優良種子を調達できれ

ば、肥料、農薬等の農業資材の資金を減らすことができ、かつ生産を安定化させ、生計の維持向

上を図っていくことが可能となる。他の JICA 事業で行った農家と農業普及員を対象とした問題

分析と課題抽出ためのワークショップでも、農業生産性向上にむけて「優良種子の導入・普及」

は最も高い優先順位が付けられている。 

「ミ」国における優良種子の供給は、①農業灌漑省農業研究局（Department of Agricultural 

Research：DAR）における原々種種子（Breeders Seed：BS）、原種種子（Foundation Seed：FS）生

産、②農業灌漑省農業サービス庁（Myanmar Agriculture Service：MAS）の種子農場における登録

種子（Registered Seed：RS）生産、③契約農家（Contract Farmers：CF）における保証種子（Certified 

Seed：CS）増殖、④それを MAS が契約に沿って買い上げて農家に配布する仕組みとなっている。 

しかしながら、中央から農家に至るまでの種子増殖・普及の管理システムが確立していないこ

とから、DAR、MAS の優良種子の BS、FS の遺伝的純系の維持・管理技術・能力は低い。そのた

め、生産される RS、CS の品質も低く、かつ、政府の予算不足のために、CF からの CS 買い上げ

もたびたび実施されておらず、農家が必要な量の優良種子を確保することが困難となっている。 

こうした状況を改善するために、今般、「ミ」国政府は、農業灌漑省が保有する優良種子が農

家にいきわたるシステム確立を目的とした技術協力プロジェクト「農民参加による優良種子増殖

普及システム確立計画プロジェクト」をわが国に要請した。 

 

１－２ 調査団派遣の目的 

(1) プロジェクト詳細計画を「ミ」国側関係機関とともに策定し、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画表（Plan of Operations：PO）、討議議

事録（Record of Discussions：R/D）案等を含む協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）で確

認する。 

(2) 評価 5 項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立発展性）の観点から事業事前評

価を行い、案件実施の妥当性を確認する。 

(3) 調査結果を基に、事前評価表を作成する。 

 

１－３ 調査団の構成 

 担 当 氏 名 所 属 

(1) 団長／総括 西牧 隆壯 JICA 農村開発部 課題アドバイザー 

(2) 計画管理 日高 弘 JICA 農村開発部水田１課 

(3) 評価分析 海口 光江 （株）シー・ディー・シー・インターナショナル 
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１－４ 調査日程 

日順 月日（曜） 活 動 

1 3/7（日） ヤンゴン着 

2 3/8（月） 
JICA ミャンマー事務所打合せ 

MAS、DAR 打合せ 

3 3/9（火） 
ラパタン種子圃場視察、協議 

ミャンマー種子研究所（モービー）視察、協議 

4 3/10（水） 
ネピドーへ移動 

DAR、MAS 表敬 

5 3/11（木） 追加インタビュー 

6 3/12（金） 
Kadoke 種子圃場視察、協議 

ヤンゴンへ移動 

7 3/13（土） 中間報告書作成 

8 3/14（日） 中間報告書作成/西牧、日高ヤンゴン着 

9 3/15（月） JICA ミャンマー事務所打合せ 

10 3/16（火） 
Kyone Kha Mon 種子農場、MAS 普及キャンプ視察 

ヒンタダ種子圃場視察 

11 3/17（水） 
ラプタへ移動 

種子生産農家インタビュー 

12 3/18（木） 
ミャウンミャ種子研究所視察、協議 

ヤンゴンへ移動 

13 3/19（金） ミャンマー種子研究所（モービー）視察、協議 

14 3/20（土） M/M 作成 

15 3/21（日） M/M 作成 

16 3/22（月） 

ネピドーへ移動 

農業灌漑省農業計画局（Department of Agricultural Planning：DAP）、

DAR、MAS 表敬、協議 

イエジンへ移動 

17 3/23（火） シードバンク、DAR 研究所視察 

18 3/24（水） DAP、DAR、MAS と M/M 協議 

19 3/25（木） 
M/M 協議、署名 

ヤンゴンへ移動 

20 3/26（金） 
JICA ミャンマー事務所報告、在ミャンマー日本国大使館報告 

ヤンゴン バンコク 

21 3/27（土）  成田着 
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１－５ 主要面談者 

 (1) 日本国側 

在ミャンマー日本大使館 

石川 雅之 二等書記官 

 

JICA ミャンマー事務所 

宮本 秀夫 所長 

齋藤 克義 次長 

吉田 実 企画調査員 

U Kyaw Lwin Oo 所員 

 

(2) 相手国側 

農業灌漑省 

U Than Aye Director General, DAP 

U Than Oo Wai Managing Director, MAS 

U Htein Lin Deputy General Manager, Seed Division, MAS 

U Myint Oo Deputy General Manager, Seed Division, MAS 

Dr. Ye Tint Tun Manager, Myanmar Rice Research Center, MAS 

U Hla Gyi General Manager, Extension Division, MAS 

Daw Hla Hla Myint Division Seed Manager, Bago Division 

U John Ba Maw Director General, DAR 

U Khin Soe Deputy Director General, DAR 

U Myint Aung Deputy Director, Seed Bank, DAR 

Daw Tin Tin Myint Rice Breeder, Rice Division, DAR 

 

１－６ 調査結果総括 

 今回の調査の目的は、「ミ」国において最も重要な作物であるコメの生産性の向上と生産量の増

大を図るため、優良種子を生産・増殖し、農民への普及を推進する「農民参加による優良種子増

殖普及システム確立計画プロジェクト」について、その実施の妥当性の確認、プロジェクトに関

する基本情報の収集、「ミ」国政府との協議、それを踏まえてのプロジェクト実施の基本計画の合

意の確認文書への署名であった。 

 「ミ」国の自然、社会状況はデルタ地帯から高地にいたるまで極めて多様で、1 人当たり消費

が年間 200kg とされる主食であるコメについても、全国 700 万 ha の稲の生産の方法は地域によっ

て多様であり、消費者のコメの好みもまた多様である。 

 「ミ」国のコメの生産は国内消費の伸びとともに、順調に伸びてきているが（図１－１）、その

生産量の伸びは、生産面積の拡大によるもので、2000 年以降、単位面積当たりの収量は伸びず、

1.6t/ha にとどまっている（図１－２）。したがって今後の人口増加に対処していくためには単位

面積当たりの収量の増加を図る必要があり、灌漑施設の充実、肥料の投入とともに、優良品種の

普及が大きな課題となっている。 
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出所：http：//worldfood.apionet.or.jp/ 

図１－１ 「ミ」国のコメの生産量と消費量の推移 

 

 
出所：http：//worldfood.apionet.or.jp/ 

図１－２ 「ミ」国の稲作面積と単位収量の推移 

  

本プロジェクトでは「ミ」国のコメ生産の 30％を占め、大きな増産のポテンシャルを有するエ

ーヤワディ･デルタを対象に、そこで栽培される稲の品種の改善を主たる目標とすることとして、

「ミ」国側と合意の上、現地踏査もその地域に限定し、ヒンタダ種子増殖センター、ミャウンミ

ャ研究センター、ラプタ・タウンシップ、モービー稲研究所を訪問し、改良品種の種子増殖、普
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及に関する情報、CF からの聞き取り、一般農家の種子交換の方法とニーズなどについて調査した。

その結果、種子増殖センター、研究センターにおける改良品種の RS の増殖システムには大きな

問題はないが、それが CF において CS として生産され、一般農家へ普及される過程が判然としな

いことが分かった。CS が普及しない理由には、①CF の栽培技術が未熟で一般農家からすると買

い求めるに値しない、②CF が CS を普通の籾と一緒に精米して売るなり自家消費するなりしてし

まい、一般農家に普及しない、③改良種子は灌漑、施肥が前提となっており、デルタ地帯の主た

る栽培圃場である天水田にはモンスーン期に栽培する在来種の方が適切で、一般農家のニーズに

必ずしも合っていない、といったことなどが考えられる。このことから在来種のなかから優良種

子を選抜していくこと、CF を中心に一般農家も含めた農家の種子栽培技術の改善を図ることが考

慮されるべき点として挙げられる。 

 ヤンゴンでは MAS 種子局の種子検定センターを訪問し、BS、FS、RS、CS の種子標準に基づ

く検定の現状について調査した。ここでは年間 500 サンプル程度を検定している。検定に用いる

機材は古いが、職員（全員女性）は丁寧に仕事をしていた。BS、FS、RS までは検定基準を 90%

以上のサンプルがクリアしているが、CS では検定基準に達するのは 70%にすぎないとのことで

あった。 

 イエジンでは、DAR の種子圃場（BS、FS を生産）、ラボ（種子検査ではなく精米の検査を主に

している）、シードバンクを訪問した。いずれも現状維持の仕事は適切になされているが、新しい

品種を作成普及したり、シードバンクに保管されている在来種のなかからより良いものを選抜し

たりするような研究はなされていなかった。 

 以上の結果を踏まえ、3 月 24 日に DAP・DAR・MAS と協議し、25 日にプロジェクト実施の基

本計画の合意の確認文書（M/M）に署名した。主な協議事項及び合意事項は以下のとおり。 

 

(1) プロジェクトの基本方針 

エーヤワディ・デルタにおいて、農民参加による優良種子の増殖・普及システムを確立す

ることを目的に、①DAR の BS と FS 生産技術の改善、②MAS の稲優良種子生産・配布計画

と策定と品質管理能力の改善、③MAS の種子圃場等を拠点に農家の優良種子生産能力の向上

を図ることをプロジェクトの成果にした。 

 

(2) シードフローの現状 

DAR の種子圃場において BS、FS を生産し、これら種子を MAS の種子圃場が受けて RS

を生産する流れはほぼ確立している。しかしながら、MAS の種子圃場で生産された RS が優

良種子として一般農家まで普及していないのが現状であり、理由としては、農家のニーズに

合った種子を一般農家に提供していないことが考えられる。そのためプロジェクトでは、特

に農家のニーズに合った優良種子が普及するよう、DAR、MAS の種子生産技術の向上及び普

及員による優良種子の農家への普及を支援することで「ミ」国側と合意した。 

 

(3) 対象地域／機関の選定 

「ミ」国におけるコメの生産拠点であるエーヤワディ・デルタ地域に位置する MAS のヒ

ンタダ種子圃場、モービー稲研究所、DAR のミャウンミャ研究センター、ラプタ・タウン

シップを対象とした。また、稲種子の品質管理を行っているヤンゴンにある MAS 種子局、



－6－ 

優良種子生産の最上流部門であるイエジンの DAR を対象機関として選定し、「ミ」国側と合

意した。 

 

(4) プロジェクトオフィス 

ヤンゴンの MAS 種子局にプロジェクトオフィスを置くことに合意した。 

 

(5) 他の JICA プロジェクトとの連携・調整 

本プロジェクトが対象とするデルタ地域では、JICA の「農業普及人材計画」、「サイクロン

ナルギス被災地における農業生産及び緊急復興支援のための農地保全プロジェクト」が実施

中であり、また DAR があるイエジンでは、過去に「シードバンクプロジェクト」を実施し

ており、これらプロジェクトと以下のとおり連携を図っていくことが可能である。 

1） 普及人材プロジェクトでは、モデル普及員育成のための研修を実施しており、これら普

及員が今後、本プロジェクトにおける優良種子の農家への普及、技術指導の一翼を担う。 

2） ナルギスプロジェクトでは、生計向上活動のひとつとして、ラプタの農民に優良種子を

配布することを計画中である。このことからも農家のニーズに見合う種子の選定を本プロ

ジェクトと行い、適切な栽培方法等について技術指導を行う。 

3） シードバンクセンターには、「ミ」国内で収集した在来種の BS が保管されている。本プ

ロジェクトにおいても、シードバンクセンターから在来種の提供を受け、農家のニーズに

見合う種子の試験生産を行う。 

 

(6) その他 

1） イエジン農業大学、農業専門学校の学生の人材育成（特に稲生産技術の向上）を本プロ

ジェクトのなかで行うことを検討する。モービー稲研究所では、現在もイエジン農業大学

の稲学科の 3・4 年生、30 人程度をインターンとして受け入れている。 

2） 短期専門家の指導科目、供与機材（研究所、種子圃場関連）については、R/D 締結まで

に「ミ」国側からリストを入手し、検討する。 
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第２章 プロジェクト実施の背景 
 

２－１ 稲種子増殖・普及の現状と課題 

(1) 研究分野の現状と課題 

   「ミ」国の農業研究は、新首都ネピドーの農業灌漑省の下、イエジンにある DAR が実施

している。DAR の前身の農業研究センター（ARI）は 1954 年ヤンゴン近郊に設立され、1971

年現在のイエジンに本拠を移し、2004 年の組織替えで DAR となった。DAR はイエジンの本

部のほか全国に 24 カ所の支場（Satellite farm 17 カ所と Crop Research Centers 7 カ所）を有

し、このうち 7 カ所で稲研究を行うこととなっている。（今回プロジェクトサイトのミャウン

ミャ研究センターは支場のひとつであり、公式にはジュートが担当作物となっているが、現

場ではジュートのほか稲研究と種子増殖を行っている。） 

 イエジンの本部は 968 エーカー（387ha）の敷地の中に 615 エーカーの試験圃場を有してい

る。年間降雨量は 1,180mm で、雨期は 5～10 月。平均最高気温は 37.8℃、最低気温は 13.2℃

である。 

 組織は、稲課、その他穀物課、油糧作物課、豆類課、工芸作物課、野菜課の作物部門課に、

機能課として、農学課、土壌科学課、昆虫学課、植物病理課、バイオテクノロジー課、農業

機械課、地域研究開発課があり、外局としてミャンマーシードバンクがある。研究者、研究

助手あわせて 200 名、このうち博士号取得者は 20 名程度いるが、自ら研究を立案実施できる

人（Scientist）は 7 名程度とされている。 

 稲課には 30 名程度の研究者、助手がおり、ラボと種子増殖圃場を運営している。ラボは精

米以後の白米の品質、食味試験が主で、種子の試験はヤンゴンの種子検定センターに依頼し

ている。ラボへは韓国国際協力団（Korean International Cooperation Agency：KOICA）がボラ

ンティアを派遣し若干の機材を供与している。種子増殖圃場では約 20 種類の BS と FS を雨

期を利用して増殖しており、一部灌漑施設を利用して乾期にも増殖している。研究にとって

重要と思われる新しい品種の選定、育種は現状では行われていない。 

 病害虫、土壌分析、社会科学的分析については機能課と協力しているという稲課長の話で

あったが、具体的な話はなかった。ドナーの援助が入ればそのプロジェクトの下に各セクシ

ョンが協力するという体制がとられるようである。BS の増殖には国際稲研究所（International 

Rice Research Institute：IRRI）が農家用に開発した一穂をそのまま撒き、そのあと 1 本植えの

移植を行うやり方をとっており（FS は 1 粒ずつ播種している）、改善の余地があるように思

われた。 

 シードバンクでは 6,000 種に及ぶ稲及び野生種の種子が保存されている。先ごろのサイク

ロンによって大きな被害を受けたラプタ周辺では。在来種の種子も流されたが、その際この

保存種子を増殖して農家に配布した事例もあり、プロジェクトが開始されれば協力を仰ぐこ

ともあろう。 

稲についてはミャンマー稲研究センター（Myanmar Rice Research Center：MRRC）がヤン

ゴンから 50km のところにあり、デルタ地帯の稲の研究と優良種子の配布についても管轄し

ている。MRRC の所長は東京農業大学で博士号を取得しており、「ミ」国の数少ない稲育種

家の一人であるが、センター運営業務と栽培比較試験がメインとなっている。ここには所長

のほかに 31 名のスタッフがおり、研修、ワークショップ、フィールドデイを実施している。 
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イエジン農業大学稲科の 3 年生、4 年生はここを拠点に農業実習を行っている。 

MRRC でも 1914 年以来、20 品種をリリースしているが、最近では 2005 年に 2 品種をリリ

ースしている。優良品種の増殖・配布について所長は、品種数が多すぎることを挙げていた。

また、スタッフの技術レベルのアップが必要なこと、種子増殖に関しては関係機関の緊密な

連携、所掌の整理を挙げていた。MAS と DAR の所掌について、過去を引きずっているので

簡単なことではないが徐々にでも明確化する必要がある。 

MRRC はヤンゴンから近く、また研究と増殖の両方の機能をもっているので、パイロット

サイトのひとつとして最も活用が期待される。 

 

(2) 種子増殖センターと種子検定センターの現状と課題 

   DAR から出された BS、FS は MAS の種子圃場で増殖される。1 カ所当たり 5 品種程度が

増殖され、RS として CF に配布され（原則は販売されるが、聞き取りによると無償で農家に

配られる事例もある）、CF が増殖し CS として一般農家に販売されることとなっている。10

年前まで、CS は一度種子圃場に買い戻され種子圃場が播種前に一般農家に売り渡す制度とな

っていたが、現状ではその制度がなくなり、CF はせっかく CS をつくってもそれを一般米と

して販売してしまうようで、一般農家に優良種子が届かない最大の理由とされている。 

 種子圃場では DAR からきた優良種子をともかく増殖してそれを農家へ配布することに対

して疑問を抱かず、農家のニーズ調査を独自に行うような考えをもっていない。 

 種子圃場の施設、機材は総じて古く、ヒンタダの圃場には灌漑施設がなく、年 1 回しか RS

の増殖を行えない。また耕起に必要なトラクターも修理が必要である。世銀の融資によって

イタリア製の籾選別機が入っているが、この 10 年間動いてないという。1 時間当たりの処理

能力が 3t 程度というかなり大きなもので、種子農場の生産能力からすると年間 10 日ほど稼

動すれば終わってしまう規模であり、修理の要請があったが疑問なしとしない。 

 一方、ミャウンミャ研究センターは、研究センターとはいえ研究機能の役割はほとんど果

たしておらず、種子増殖の役割が大きく、プロジェクトとしては当面その役割を活用するこ

ととなる。 

ヤンゴンにある MAS 種子局の種子検定センターでは BS、FS、RS、CS の種子標準に基づ

いて検定している。 

 

表２－１ 種子認証基準 

種子ランク 純度（％） 発芽率（％） 含水量（％）
赤米混入数 

（500ｇ当たり）

雑草種子数 

（500g 当たり） 

BS 99 90 13 0 3 

FS 98 90 13 1 5 

RS 98 85 13 3 10 

CS 97 80 13 5 10 

 

種子検定センターでは年間 500 サンプル程度を検定している。検定に用いる機材は古いが、

職員（全員女性）は丁寧に仕事をしていた。BS、FS、RS までは検定基準を 90%以上のサン

プルがクリアしているが、CS では検定基準に達するのは 70%にすぎないとのことであった。
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ここでは持ち込まれたサンプルを検査しているが、実際の栽培環境をチェックするためにフ

ィールド調査の必要性がある。（以前はやっていたが予算の関係で行っていないとのことであ

った。） 

 

(3) 農民レベルでの優良種子の現状と課題 

   現在のシステムは種子圃場で増殖された RS を CF の圃場で増殖し、一般農家向けに CS と

して販売し、優良種子をいきわたらせることとしているが、実際はそのように機能していな

い。その理由としてこれまで述べてきたように、農家のニーズに合っていないこと、CS の買

い上げシステムがなくなったこと、などが挙げられている。 

 稲は自家受粉の植物であり、日本でも、もともとは稲の種子はそれぞれの農家が篤農家や

試験場からもらってきたわずかの量の種子を自家採取して増殖したものである。この点、在

来種はこういった農家の種子交換によって増殖されてきたものと思われる。「ミ」国のデルタ

の農家は非常に長い栽培の歴史をもっており、農家同士の種子増殖の豊かな経験を取り入れ

ることも必要と考える。 

 改良品種の普及にあたっても、CF に CS を栽培させるとともに、一般農家に対して、種子

として翌年以降も利用する部分については異株を見つけ次第引き抜くといった、自家採取に

必要な基本的な事項を研修したうえで 1kg 程度（200m2 にまけば 50kg となりこれは翌年以降

の 1ha 分の種子となる）の RS を配布するといった新しいアプローチも必要と考える。仮に

こういった手法が確立すれば、政府の種子圃場の役割は研究主体へシフトし、種子増産は精

米所などによる民営化が進むものと考えられる。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクトの位置づけ 

(1) 現状及び問題点 

「ミ」国の農業は GDP の 40％を占める重要な産業であるが、そのなかでもコメは全耕地

の約 50％で生産され、5,400 万人の人口に対し、1 人当たり 150kg（籾ベースでは 220kg）と

摂取カロリーのほとんどを供給する最も重要な作物である。また、本プロジェクトの対象地

域であるエーヤワディ･デルタは、「ミ」国のコメ生産量の約 30％を占める国内随一の穀倉地

帯である。 

エーヤワディ･デルタでは、一般の農家はモンスーンの雨を利用して年 1 回の稲作を伝統

的な方法で栽培しているが、土地生産性は低く、農家は貧困から脱却できない状況にある。

さらに、2009 年 5 月には大型サイクロン「ナルギス」がエーヤワディ･デルタを直撃し、甚

大な被害をもたらした。サイクロンの高潮によって農家が保管していた種籾や水牛、農業生

産資材も流出し、農村生活に一層の打撃を与えた。 

このような環境下でコメ生産を強化、安定させるためには、灌漑施設や輪中堤を含む農業

基盤整備、優良種子の導入、肥料、農薬の適切な投入が求められるが、なかでも優良種子の

導入は他の方法に比べて少ない費用で実行でき、貧困農家にも取り入れやすく、足の速い効

果が期待できる。 

「ミ」国農業灌漑省は、優良種子の普及を図るため、1990 年代初頭から世銀、IRRI など

の協力を得ながら以下のとおり種子生産の流れを確立してきた。 

①イエジンの DAR 中央圃場で 20 品種の BS、FS を生産 

②本種子を全国 32 カ所の MAS の種子圃場で RS として増殖 

③RS は種子圃場周辺の CF が購入・増殖し、CS として周辺の一般種子生産農家もしくは

民間種子業者に販売 

 

なお、生産された BS、FS、RS、CS は、MAS 種子検定センターで検査され、検査基準を

満たしたものが優良種子として認定されている。 

しかしながら、生産された優良種子は、以下の理由から一般農家には広まっていない現状

にある。 

①20 品種の優良種子のなかには、一般農家の嗜好や慣行農法に適した在来種や、天水田の

栽培に向いた品種（深水稲、陸稲など）が入っていない。 

②CF の技術が未熟なため生産された CS の品質が悪く、一般種子生産農家が更新を目的と

した種子として購入せず、自家採種した種子を使用し続けている。 

③種子生産農家（契約・一般）は収穫後、播種期まで種子を保管できず、普通の籾として

精米業者に販売したり、自家消費し、一般農家が必要なときに種子がない。 

 

   種子生産農家（契約・一般）が生産した優良種子を一般農家に普及するためには、①一般

農家のニーズに基づいた種子の品種選定・生産・配布計画を DAR、MAS と共に構築するこ

と、②種子生産農家（契約・一般）の種子栽培技術を改善すること、③種子生産農家（契約・

一般）の種子保管技術を改善するとともに、種実と種子の違い、種子としての有益性（販売
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価格等）を理解させること、が求められている。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置づけ 

1988 年から「ミ」国政府は 12 の政治、経済、社会目標を設定した。主要な経済目標のひ

とつとして、「基盤としての農業の開発と同様に他分野の全面的な発展」が掲げられており、

農業が「ミ」国政府の政策上の優先事項になっている。また「第 4 次 5 カ年計画（2006～

2010）」では、さまざまな分野の重点課題に言及されている。そのなかには「農業をはじめと

する産業の発展」、「国内での自給自足を実現し、輸出を拡大するため、農業、畜産及び漁業

部門を強化する」、「農村地域の開発を促進する」が挙げられており、相手国の政策との整合

性は保たれていると同時に、政策上の重点分野と位置づけられる。 

 

(3) わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

 日本国政府の対「ミ」国経済協力方針は、「ミャンマーの政治情勢を注意深く見守りつつ、

（イ）緊急性が高く、真に人道的な案件、（ロ）民主化・経済構造改革に資する人材育成のた

めの案件、（ハ）CLMV 諸国（カンボジア、ラオス、ミャンマー及びベトナム）もしくは、

ASEAN 全体を対象とした案件については、案件内容を慎重に吟味した上で順次実施する。」

という立場を取っている。本プロジェクトの対象地域は、一昨年甚大な被害をもたらしたサ

イクロン被災地であり、主要農産物である稲種子の早急かつ安定的な確保と農家への配布に

より、当該地域の農家の生活基盤の一刻も早い復興支援が期待できる人道的な案件である。 

 JICA 国別事業実施計画においては、開発課題「農業農村開発」に位置づけられる。 

 

３－２ プロジェクト基本計画 

(1) 案件名 

農民参加による優良種子増殖普及システム確立計画プロジェクト 

Project on Development of Participatory Multiplication and Distribution System for Quality Rice 

Seed 

 

(2) 相手国実施機関 

農業灌漑省農業計画局（DAP） 

農業灌漑省農業研究局（DAR） 

農業灌漑省農業サービス庁（MAS） 

 

(3) プロジェクト対象サイト 

エーヤワディ･デルタ地域（エーヤワディ･デルタ管区） 

 

(4) プロジェクトターゲット 

DAR 技術者（472 人、うち稲栽培課 28 人、植物防除課、土壌・水利用課職員等）、DAR の

種子圃場（ミャウンミャ・タウンシップ）職員（12 人） 

MAS 技術者（4,315 人、うち普及部 432 人、種子部 97 人）、MAS の種子圃場（ヒンタダ及

びモービー・タウンシップ）職員（48 人） 
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ラプタタウンシップ普及員（5 人） 

種子生産農家（エーヤワディ・デルタ管区の 18 タウンシップから各 5 名程度選定、計 100

名） 

 

(5) 協力期間 

   2011 年 3 月から 2016 年 3 月（5 年間、予定） 

 

(6) 上位目標 

優良種子がミャンマー国内で広く使用される。 

 

(7) プロジェクト目標 

   エーヤワディ･デルタにおいて、農民参加による優良種子の増殖・普及システムが強化され

る。 

 

(8) 成果 

   成果１ DAR の FS 生産技術の能力を改善する。 

   成果２ MAS の RS 生産・配布計画策定と品質管理能力が改善する。 

   成果３ MAS 種子圃場、種子生産農家（契約・一般）の優良種子生産能力が向上する。 

 

(9) 投入 

   日本側 長期専門家：3 名（チーフアドバイザー、種子増殖、業務調整/農業普及） 

短期専門家：育種、病虫害防除、栽培技術、参加型普及等、各 1 カ月程度 

研修員受入：本邦研修、第三国研修 

機材供与：ラボ機材、農業用資機材 

   相手側 C/P の配置 

施設及び事務スペースの提供 

 

(10) プロジェクト実施体制 

   プロジェクトダイレクター：MAS 長官 

   プロジェクトマネジャー①：MAS 種子部副部長 

   プロジェクトマネジャー②：MAS 普及部副部長 

   プロジェクトマネジャー③：農業灌漑省農業研究局副局長 

 

３－３ 実施に係る留意事項 

(1) 「ミ」国の農業は GDP の 40％を占める重要な産業であるが、そのなかでもコメは全耕地

の約 50％で生産され、5,400 万人の人口に対し、1 人当たり 150kg（籾ベースでは 220kg）と

摂取カロリーのほとんどを供給する最も重要な作物である。余剰分については輸出にまわっ

ているが、多くは籾のまま非合法の国境貿易にまわっているようで、輸出統計上の数字は豆

類などのほうが大きい。生産のなかでは、今回対象とするエーヤワディ･デルタが約 30%を

占め、「ミ」国随一の穀倉地帯であるが、ここでは天水田がほとんどで、雨期の天水を利用
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した無施肥のモンスーン稲の栽培が主流であり、単収は低い。その意味からデルタ地域を対

象に、優良種子の普及によって稲の生産性を上げることは理にかなっており、本件プロジェ

クト実施は「ミ」国政府の期待も大きい。 

 

(2) 現在までに「ミ」国政府が稲の優良種子として登録しているのは約 80 品種で、このうち

20 品種を DAR の種子圃場で毎年 BS、FS として生産している。これら 80 品種は IRRI-ミャ

ンマープロジェクトの折に IRRI から持ち込まれた IR を中心とする品種、さらにそれらを掛

け合わせたものが多く、現在は新品種を作出できる研究者はほとんどいない。現在の優良品

種として使用されている品種は IR 系統の改良品種が多く、灌漑と施肥が前提となっている。

また中国等への輸出を念頭に置いているので長粒種が多く（「ミ」国人の多くは短粒種であ

るホーサン種を好む）、このことが現在の優良品種が必ずしも普及しない原因のひとつと考

えられる。 

 

(3) 今回のプロジェクトでは、現在栽培されている在来種、シードバンクにある在来種のなか

から適正なものを選抜し、優良品種として新たに登録、普及することも一案として考えてい

る。その過程で、日本から短期専門家を繰り返し派遣したり、日本への C/P 受入れ等によっ

て、長期的に育種家を育てていくことも大切である。 

 

(4) 優良種子の配布計画は、農民のニーズを普及員、MAS の種子圃場がくみ上げ、年に 1～2

回開かれる MAS と DAR の会合で DAR 側に伝えられ、それに基づいて DAR が BS・FS を生

産して種子圃場に配布することになっているが、種子圃場の側からすると、毎年機械的に 5

種類程度の改良品種が送られてきて、それを増殖しているにすぎない。そして、増殖した種

子を CF に売却して CS が増殖されているはずであるが、実際は優良種子が必ずしも普及して

いない。優良種子の増殖普及は、システムとしては確立しているが実際は機能していないの

が現実でありその改善が求められているといってよい。 

 

(5) 長期専門家 3 名の配置については、チーフアドバイザー／育種、稲種子増殖、業務調整／

普及の 3 名が要請されている。チーフアドバイザーについてはプロジェクト全体を取りまと

めることに重きが置かれるべきで、育種については場合によっては短期専門家の活用を考え

てはどうかと考える。稲種子増殖については、一般農家レベルにおける優良種子の維持が重

要で、農家への営農普及に豊かな経験をもつ人が望ましい。業務調整は DAR、MAS の施設、

機材の改善に明るく、農家への研修の経験があることが望ましい。 

 

(6) DAP 局長から、広い意味で農業人材の育成を図る上でイエジン農業大学稲コース等の学生

の現場実習のひとつとして本プロジェクトサイトの活用を考えてほしいという提案があり、

調査団としてはこの提案を前向きに取り上げることとした。直接の C/P、農家への技術移転

だけでなく「ミ」国の農業人材育成にこのプロジェクトが役立つことが期待される。 
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第４章 プロジェクト実施の妥当性 
 

４－１ 妥当性 

 この案件は以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

(1) 必要性 

「ミ」国の「第 4 次 5 カ年計画（2006～2010 年）」では、さまざまな分野の重点課題に言

及されている。その中で、本案件にかかわる「農業をはじめとする産業の発展」、「農業の発

展による国内需要の充足と輸出促進」、「農村地域開発の継続」が挙げられており、相手国の

政策との整合性は保たれていることが認められる。 

本案件は、稲種子の増殖を通じ、サイクロン被災地の復興支援を行うことから、日本の対

「ミ」国経済協力基本方針、JICA 国別事業実施計画とも合致している。 

本案件の対象地域は、一昨年甚大な被害をもたらしたサイクロン被災地である。当該地域

で暮らす農家の生計の基盤が稲作であり、稲種子の早急かつ安定的な確保が喫緊の課題であ

ることからも、対象地域選定の妥当性は高いといえる。 

 

(2) わが国の比較優位性 

   JICA は、これまでも「ミ」国において、技術協力プロジェクトとして、稲を含む植物遺伝

資源管理システム確立を目的にした「シードバンク計画（1997～2002 年）」を実施するとと

もに、現在は「農業普及人材強化計画プロジェクト（2008～2011 年）」及び「サイクロンナ

ルギス被災地における農業生産及び緊急復興支援のための農地保全プロジェクト（2009～

2011 年）」を実施中である。本プロジェクトとは、①シードバンクセンターに保管されてい

る在来種等の育種試験、②普及員の研修、普及手法の活用、③エーヤワディ･デルタ復興に向

けた営農からの取り組みなど、各種の連携が期待できる。 

 

４－２ 有効性 

 この案件は以下の理由から、有効性が見込まれる。 

(1) プロジェクト目標の内容 

これら既存のシードフローを考慮した 3 つの成果の達成をもって、プロジェクト目標であ

る「農民参加による優良種子の増殖・普及システムが強化される」ことになり、プロジェク

ト目標達成に向けた論理的整合性が確保されており、プロジェクト目標の達成は可能である

と見込まれる。 

また、プロジェクト目標の指標として設定したエンドユーザーである稲作農家の種子の入

手状況は、BS から CS までの一連の種子増殖・生産・普及システムが確立された最終的な結

果として表れるものであり、総合的に判断できる指標として適切である。 

 

(2) 因果関係 

本案件では、BS と FS の生産を担う DAR に対し、生産技術能力の向上と施設環境の改善

を支援することで質及び量を伴った種子の増殖・生産体制の構築を図る（成果 1）。RS を生

産する MAS については、農家のニーズに基づいた生産・配布計画を確立し、定期的なモニ

タリングを実施すると同時に、効率的な検査手法の導入を図り、需要と供給に即した RS の
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生産環境を整備する（成果 2）。さらに種子圃場、普及員や種子生産農家に対する生産技術研

修や品質検査に必要な施設整備を実施することで、CS の生産環境を整え、生産能力の向上を

支援する（成果 3）の 3 つを総合的に行う必要がある。 

 

(3) 外部条件が満たされる可能性 

外部条件であるシードフローの大きな変更は、現時点において生じないと考えられる。シ

ードフローの段階ごとに、種子の増殖・生産をする機関が明確に分担されており、関連施設

の設置や技術者の専門性に応じた各機関への職員配置もなされている。農業灌漑省としても

本体制を維持する方針であることから、外部条件は満たされる可能性が高いと考えられる。 

 

４－３ 効率性 

 この案件は以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

(1) コスト 

ベースライン調査における情報・データ収集に際しては、既存情報の活用のほか、DAR の

試験圃場、1992 年にわが国の無償資金協力で供与された施設・機材を有するシードバンクセ

ンター、MAS・DAR の種子圃場などの協力体制を活用することが可能である。 

また、プロジェクト実施に際し、使用する機材や施設は、一部施設の整備を除き、最大限

既存のものを活用することを想定している。このため、新たに大きな投入を行う必要がない

ことから効率性についても十分確保できる。 

「ミ」国では、現在実施中の技術協力プロジェクト「農業普及人材強化プロジェクト（2008

～2011 年）」において、全国各地で活動する農業改良普及員の育成も行っており、同プロジ

ェクトの対象地域の一部が本プロジェクトの対象地域と重複することから、これら普及員の

本案件への活用も十分見込まれる。 

 

４－４ インパクト 

 この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

(1) 上位目標の内容 

上位目標である「優良種子がミャンマー国内で広く使用される」については、DAR の種子

研究所に付属するシードバンクには、「ミ」国内各地域の BS が保管されており、種子生産技

術が改善されれば、エーヤワディ・デルタ地域以外で栽培される種子の品質向上への波及も

見込まれ、将来的には裨益者の増加の可能性も考えられる。 

農民が稲種子を籾として、精米業者に販売するだけでなく、種子として種子業者に販売す

ることが可能になり、籾以上の価格での販売が可能となる。これにより、これまで入手が困

難であった肥料、農薬等の入手が可能となる。その結果、収量の更なる増加も見込まれる。 

 

(2) 波及効果 

現在、本案件の対象地域であるエーヤワディ・デルタにおいては、開発計画策定型技プロ

により「サイクロンナルギス被災地域における農業生産及び農村緊急復興のための農地保全

プロジェクト」を実施中である。当該プロジェクトの実証事業では、営農改善が挙げられて

おり、特に優良種子の安定確保が重要な要素として、計画に盛り込まれている。 
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本案件における種子配布等の計画策定の際には、当該プロジェクトと連携することで相乗

効果を図ることが可能であり、また両案件のエーヤワディ・デルタでの事例をモデル化等す

ることによって、他地域への波及効果も見込まれる。 

 

４－５ 自立発展性 

 本案件の自立発展性は、以下のとおり予測できる。 

(1) 政策・制度面 

コメ生産は「ミ」国の主要産業のひとつであることから、優良種子の増殖の重要性・必要

性にかんがみ、農業灌漑省からの継続的な予算と人員の確保はなされると考えられる。 

現在、近隣諸国から無規制に入ってくる外来種子と在来種や改良種子との交雑、及びその

雑種の拡散を規制するため、「ミ」国政府は、種子の輸出入に関する規制等を盛り込んだ種子

法を策定中（現在閣議の承認待ち）である。このように遺伝的純系を保護していくための政

策的枠組みの整備が進んでおり、プロジェクトの効果を持続させる環境は整っている。 

 

(2) 組織・体制面 

DAR と MAS は年 1 回合同会議を開き、両機関の意向を踏まえ、種子増殖・生産に係る年

間計画を策定している（2010 年は 4 月上旬に開催予定）。これは毎年行われているものであ

り、本案件の活動結果をこの年間計画にフィードバックすることで、自立発展性の向上が期

待できる。 

 

(3) 財政面 

本案件実施にあたっては、機材や施設整備などのコストは極力抑える計画であり、プロジ

ェクト終了後にも「ミ」国側のみで必要な活動を実施できる設計となっている。 

 

(4) 技術面 

新しい技術の導入は、育種の分野以外では最小限に抑え、既存技術の改良・改善による優

良種子の生産をめざすことから、技術的観点からも自立発展性は高いといえる。また、一般

種子生産農家においては、異株の除去など、純系種子の自家採取に必要な極めて基本的な技

術を研修等により普及することにしていることから、農家レベルにおける技術面の持続性も

確保される。 
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